






























 

令和６年度 法科大学院入学者選考試験【後期日程】法律科目試験 

出題の趣旨 

 

【憲法】 

（第１問） 
 本問は、夫婦同氏制の合憲性を問うものである。主要な論点として、憲法 13 条、14 条、

24 条の適合性がある。関連判例として、最大判平成 27 年 12 月 16 日民集 69 巻 8 号 2586
頁がある。それぞれの論点について、関連する判例と学説に言及しつつ、①問題となる人

権または利益の具体的内容、②人権または利益の制約の有無、③違憲審査基準、④あては

めを、簡潔に示すことができれば、十分な答案といえよう。 
 
（第２問） 
 本問は、最大決平成 10 年 12 月 1 日民集 52 巻 9 号 1761 頁に基づく事案である。同決定

は、裁判所法 52 条 1 号に言う「積極的に政治運動をすること」を「組織的、計画的又は継

続的な政治上の活動を能動的に行う行為であって、裁判官の独立及び中立・公正を害する

おそれがあるもの」と解したうえで、Y の本件言動は「積極的に政治運動をすること」に

該当するところ、いわゆる「猿払基準」に基づき、裁判官が「積極的に政治運動をするこ

と」を禁止することは憲法 21 条 1 項に違反しないと論じた。もとより、同決定には 5 人の

裁判官による反対意見があり、学説においても同決定を批判する見解が有力である。この

ような判例および学説の状況を踏まえた記述がなされていれば、答案としては十分であろ

う。 
 

【刑法】 

（第１問） 
本問は、因果関係の錯誤の一類型である、いわゆる「遅すぎた構成要件実現」に属する

事例に関して行為者の罪責を問うものである。「遅すぎた構成要件実現」においては、本

問のように第一行為（首を絞める行為）で結果（被害者の死亡）が発生したと行為者が誤

認して第二行為（土の中に遺棄する行為）に及んだところ、実際には第二行為から結果が

発生したといった事象が問題になることから、従来は第一行為と第二行為を一連の行為と

いえるかどうかが結論の分岐点になるとされてきた。しかしながら、現在有力な見解では、

第一行為と第二行為は明らかに異なる故意の下になされていることから、一連の行為と捉

えることは妥当ではなく、まずは各々の行為について評価した上で、最後に罪数処理の段

階で両者の関係性を考慮すべきものとされている。本問は、こうした近時の見解を正しく

説明できるか、それを当該事例に適切にあてはめることができるか、これとは異なる見解

について正確に理解し、批判できるかを確認する趣旨の問題である。 
 
（第２問） 
 本問は、B の財物に対する X の行為に関し、その罪責を問うものである。とりわけ本問

では、その罪責を論じるにあたり、第一に、当該財物に対する B の占有の有無について、

第二に、X の不法領得の意思の有無について、本問の事実関係をふまえつつ、的確に判断

･評価できるのかを問う問題となっている。 



 

【民法】 

（第１問） 
（１） 
被害者Ｂと身分上生活関係上一体を成と見られるような関係にある者の過失（被害者側

の過失）も７２２条２項の「過失」にあたるとする最判昭和４２・６・２７民集２１巻６

号１５０７頁、およびその背景にあるとされる求償関係の簡便な処理等の考慮）を理解し

ているかが問われている。また、それらの考慮に従い①と②で適切な当てはめができるか

も問われている。 
 
（２） 
 後遺症の程度が比較的軽微で、被害者の職業の性質から現在または将来の収入の減少も

ない場合には、本人が収入減少を回復するため特別な努力をしている等の特段の事情がな

い限り、労働能力喪失を理由する財産損害は認められないという最判昭和５６・１２・２

２民集３５巻９号１３５０頁の判例法理を理解しているかどうかが問われている。さらに、

木工職人の指の負傷という、本人の特別な努力による減収の回復の可能性や将来の減収の

おそれといった事情をはらむ事案に即した当てはめができているかどうかも、問われてい

る。 
 
（第２問） 
（１） 
 価値表象物であることから、原則として所有と占有が一致する（金銭所有権に基づく返

還請求は認められない）という現在の判例法理（最判昭和３９・１・２４判時３６５号２

６頁）を理解しているかどうかが問われている。 
 
（２） 
 社会通念上被騙取者Ｃの金銭で受領者Ａの利益を図ったと認められるだけの連結があれ

ば因果関係があるが、受領者Ｃが騙取金銭であることについて悪意重過失であれば法律上

の原因がなく、ＣＡ間の不当利得返還請求が認められるとする最判昭和４９・９・２６民

集２８巻６号１２４３頁を理解しているかどうかが問われている。さらに、詐害行為取消

権や価値返還請求権（価値のレイ・ウィンデカチオ）に基づく返還請求に関する理解が示

されていれば加点されることになる。 
 

【商法】 

（問１） 
株式譲渡につき、名義書換がなされていない場合の、譲渡当事者間の法律関係について

の問題である。株式分割により交付された株式について、名義書換の法的意義を踏まえて、

譲渡当事者間で権利者は誰か、どのような請求が可能か論じる必要がある。なお、株主割

当てで新株発行がなされた場合とは異なる。 
 
 



 

（問２） 
 株式会社では、株主総会決議により、事由を問わず、いつでも取締役を解任することが

できる（会社 339 条 1 項）。その上で、解任された取締役は、解任に正当理由がある場合

を除いて会社に対して損害賠償を請求することができる（同条 2 項）。いつでも解任する

ことができることの趣旨を踏まえて、損害賠償請求が認められていることの趣旨、そのこ

ととの関連で損害とは何が想定されているか等についての説明が求められる。 
 

【民事訴訟法】 

（問１） 

 法人格のない社団が原告となって、社団の構成員全員に総有的に帰属する登記請求権を

訴訟物として訴えを提起する場合については、判例の立場によれば、訴訟物である登記請

求権は（原告である社団ではなく）社団の構成員全員に総有的に帰属していることになる

が、これを前提にすると、社団の当事者適格が問題になること、また、社団の当事者適格

を（近年の判例が述べるように）肯定するのであれば、社団による訴訟は訴訟担当と理論

構成されること、について言及することが求められていた。 
 
（問２） 
 小問（１）は、主として「訴訟の結果」（民事訴訟法 42 条）の解釈の問題であることを

指摘した上で、これに関する学説の状況を前提として、X 及び Y のそれぞれの立場から立

論することが求められていた。また、小問（２）は、参加的効力（民事訴訟法 46 条）の問

題であることを指摘した上で、その客観的範囲に関する判例・学説の状況を前提として、

前訴の判決理由のうち訴訟物の存否の判断のために必要のない部分についても、参加的効

力が生じるかという観点から論じることが求められていた。 
 

【刑事訴訟法】 

 本問では、小問①において刑事訴訟法３２８条における弾劾証拠の問題を、小問②で３

２１条１項２号の解釈に関する問題をそれぞれ出題した。小問①では、３２８条の趣旨や

「証拠」の範囲、また「証明力を争う」という文言の解釈が問題となる。また小問②では、

いわゆる検面調書の証拠能力が付与される場合として、「実質的に異なった」の解釈や規

範などが問題となる。またその前提として、伝聞法則の意義や内容に関して正しく理解さ

れているかが重要となる。 
 

【行政法】 

本問は、最判平成 18 年 2 月 7 日民集 60 巻 2 号 401 頁を素材として、学校施設の使用申

請を拒否された者が、行政事件訴訟法上、どのような訴えを提起し、また本案でどのよう

な主張をすべきかを問うものである。 
 申請に対する拒否処分を争う場合には、取消訴訟（単独。行政事件訴訟法 3 条 2 項）と

申請型義務付け訴訟（取消訴訟を併合提起。同法 3 条 6 項 2 号）の二つのパターンがある

こと、また本案では、申請に対する許否の判断において教育委員会に法令上要件裁量が付

与されていることを前提に、その裁量権の行使に逸脱・濫用があることを、それぞれの訴

訟類型毎に、事案に即して主張できているかどうかが、採点ポイントとなる。 
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